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平成２６年 度 事 業 報 告 

Ⅰ．事業概況 

 共済財団は、共済契約者(社会福祉施設)から預託された共済掛金を管理・運用するとともに、

被共済職員に対する退職手当給付金の支給業務を行っています。 

１．全般的状況 
◆ 共済財団と共済契約している加入施設は平成 26年度も増加し、新規 18施設と共済契約

を締結し(廃止 6施設)、施設総数は 597施設（前年度 585施設）となりました。 

また、被共済加入職員数は、前年度比 707 名の増加で 12,241 名となりました。 

◆ 退職手当給付金の支給については 1,589名（前年度比 101名増）の被共済職員に総額 

1,109，392,225円（前年度比 125,115,628 円増）を支給しました。 

◆ 退職年金資産の運用(以下｢資産の運用｣という。)に大きな影響を及ぼす金融市場は、株

高・金利低下・ドル高が進行しています。世界的には米国の景気回復に加え、日銀の追加

金融緩和やＥＣＢ（欧州中央銀行）の量的金融緩和開始などで先進国株式が上昇しました。

一方、新興国では、原油価格の下落を受けて資源国を中心に株価が軟調に推移したのに対

し、ＡＳＥＡＮの株価は総じて堅調推移するなど二極化の様相が強まりました。当財団の

評価損益は一時原油価格の下落等の影響を受けましたが、最終的に黒字で、総合収益が９

億７千７百万円のプラス、期末時価が 130億 4 千万円となりました。   

  ◆ 平成 26 年度の資産運用は、年金信託資産で行いました。信託先の割合（期末時価額）は、

三菱 UFJ 信託銀行が 96％、三井住友信託銀行が 4％となっています。 

    また、年金信託資産の年度末における簿価に対する時価の資産評価では、９億７千２百

万円余の評価益となりました。信託収益受入金 4,142,416 円と資産評価額 972,893,016 円

を合わせた修正総合収益率※は 8.19％（昨年度 9.91％）、金額では 977,035,432 円(昨年

度 1,058,568,712円) となりました。 

 ※修正総合収益率とは、総合収益を修正簿価平均残高（簿価平均残高に前期末の未収収益と評価

損益を加えた残高）で除したもの。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            

◆ 資産運用の管理体制の強化・充実を図り、安全かつ確実な総合収益を確保するため「共

済財団資産運用の基本方針」に基づき、小委員会（資産運用役員会議）において、今後の

経済情勢の動向を踏まえた年金信託資産の「基本ポートフォリオ」の検証を行いました。

また、退職共済システムの機器の更新や情報のバックアップ機能の充実、一般財団法人化

に伴う新たな会計処理システムの導入などの改善を図りながら事務の迅速化と簡素化に

努めました。 

◆ 機関紙「私達の財団」第 37 号を発行し、被共済加入職員や関係者に配布して共済財団の

運営や共済制度に対する理解と協力など業務の広報に務めました。 

また、ホームページ「ようこそ！私達の財団へ」に随時情報を掲載し、共済財団の情報

提供を図ると共に、問い合わせの多い質問や退職金の算定方法等の案内や共済掛金の口座

振替による納入促進や各種届出様式等のダウンロード活用により、施設の皆さまの事務の

軽減と簡素化が図られるよう利用の促進に務めました。（http://www.tochi-kyousai.or.jp） 

◆ 受託業務 

平成２２年度から栃木県社会福祉協議会を経由することなく独立行政法人福祉医療機

構より社会福祉施設職員等退職手当共済法による共済契約申込み、退職手当給付金請求な

どの共済業務を直接受託し、平成２６年度支給決定者数９８１名に対する事務処理を適切

に実施しました。（給付額 1,419,436,779 円）                              
 

http://www.tochi-kyousai.or.jp/
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２．所管官庁からの公益法人への指導監督等に関する対応 
許認可事項等の申請及び届出等 

平成２６年度公益法人に係る許認可事項等の申請、届出及び報告を行いました。 

№ 事  項  等 申請(届出)年月日 申請(届出)先 摘   要 

１ 

移行登記完了届及び役

員の異動届 

法人等の事務所設置等

届出書 

公益目的財産額の確定

に係る必要書類の提出 

平成 26. 4. 9 

 

平成 26. 4.14 

 

平成 26. 7.18 

 

栃木県知事 

 

宇都宮県税事務所 

 

栃木県知事 

 

一般財団法人移行登記及び役員

の移行に伴う届出 

移行に伴う届出 

 

公益目的財産額の確定（通

知）平成 26.7.24 

２ 
事業計画・収支予算書届 

事業報告書提出 

平成 26. 4. 1 

平成 26. 6. 2 

栃木県知事 

    〃 

 

３ 収支計算書提出 平成 26. 6. 2 宇都宮税務署長 
 

４ 償却資産申告書 平成 27. 1.29 宇都宮市 退職共済システム備品 

 

３．事業運営体制に関する事項 

（１）被共済職員に関する事務 

(ア)施設の種類別被共済職員の状況 
 

施設の種類 
平成 25 年度末 

加入状況 
平成 26 年度中の施設数推移 平成 26 年度末 

加入状況 新規加入 廃止・ 

脱退等 

種類変更 
 

施設数 職員数 施設数 施設数 施設数 施設数 職員数 

保護施設 2 26    2 29 

児童福祉

施  設 

保育所 164 2,785 6 2  168 2,910 

その他 25 472    25 472 

老人福祉介護保険施設 215 5,775 9 3  221 6,221 

その他社会福祉施設 3 24    3 22 

障 害 福 祉 施 設 176 2,452 3 1  178 2,587 

計 585 11,534 18 6 0 597 12,241 

平成 24年度に「知的障害者援護施設」、「身体障害者更生援護施設」は「障害福祉施設」に移行した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ３ 

（イ）共済掛金収入の状況 

月 別 掛 金 収 入 額                  施 設 数          
被共済職員数 

(掛金収入対象) 
備  考 

  ４ 125,808,090      595 11,725名  

  ５ 124,217,040 594 11,751  

  ６ 130,819,340 595 11,760  

  ７ 130,965,540 595 11,864  

  ８ 131,580,000 595 11,850  

  ９ 131,195,036 595 11,845  

  10 132,387,914 596 11,925  

  11 131,742,690 597 11,919  

  12 131,686,700 598 11,916  

  １ 130,838,490 597 11,863  

  ２ 132,792,204 596 11,852  

  ３ 131,456,576 597 11,866  

  計 1,565,489,620 597 11,866  

 前年度 1,504,666,370 585 11,184  

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ４ 

（ウ）退職手当給付金の支給状況 
 

月別 
支 給 額          

（円） 

支給人数 

（名） 

     被 共 済 職 員 期 間                                          

 １年未満  １～５年  ６～10年  11～15年  16～20年  21年以上 

4 424,262,649 363 22 191 80 22 12 36 

5  179,618,656 214 18 127 36 10 11 12 

6  114,760,226 185 39 99 22 10 7 8 

7  46,612,807 105 33 47 9 13 2 1 

8  58,778,465 112 19 68 15 3 1 6 

9  59,765,162 105 29 54 10 6 2 4 

10  26,719,000 78 29 33 8 5 3 0 

11  48,193,558 87 25 42 6 9 3 2 

12   18,929,665 50 16 20 11 2 1 0 

1  54,012,094 118 34 59 9 11 4 1 

2  52,160,393 106 32 54 9 5 3 3 

3  25,579,550 66 20 35 9 1 0 1 

 

計 

 

1,109,392,225 

1,589 316 829 224 97 49 74 

 保 育 326  42 187 55 16 9 17 

障 害 255 45 130 33 15 10 22 

老 人 941 221 484 120 64 29 23 

 その他   67 8 28 16 2 1 12 

前年度 984,276,597 1,488 301 767 236 76 48 60 

 

 

（エ）最高年齢制による退職手当給付金確定額の状況 

  区    分 平成25年度末現在 増 減 平成26年度末現在 

  人 数                     173 名 58名 34 名 197 名 

  確 定 額            416,053,779 円 109,015,432 円 108,016,944 円 417,052,267円 

 
 
 
 



 ５ 

（２） 財務関係 
（ア）財産運用収入の状況                      （単位：円） 
財 産 種 別 運 用 損 益 計 前 年 度 
年 金 信 託 3月末現在 4,142,416 2,009,412,949 

定 期 預 金 9月 32 5,845 

金 銭 信 託 9月  2,025円、3月 2,025円 4,050 4,818 

普 通 預 金 8月 17,391円、2月 11,463円 28,854 38,409 

計 前年は定額預金 60,000円県債 91,500円の損益あり 4,175,352 2,009,613,521 

年金信託は運用損益として 4,142,416 円、評価益の額が 972,893,016 円、合計 977,035,432 円の総合収益

となりました。（前年度は運用損益 2,009,412,949円、評価損の額が 950,844,237円、差引 1,058,568,712

円の総合収益でした。） 

 

 (イ)基金の積立状況                 （単位：円） 

月 別 
年 金 信 託 

定期預金 合   計 
 積立 Ａ 取崩しＢ 計 Ａ－Ｂ 

4 0 0 0  0 

5 0 0 0  0 

6 0 0 0  0 

7 100,000,000 0 100,000,000  100,000,000 

8 50,000,000 0 50,000,000  50,000,000 

9 100,000,000 0 100,000,000  100,000,000 

10 100,000,000 0 100,000,000  100,000,000 

11 50,000,000 0 50,000,000 3,265,000 53,265,000 

12 100,000,000 0 100,000,000  100,000,000 

1 0 0 0  0 

2 0 0 0  0 

3 0 0 0  0 

計 500,000,000 0 500,000,000 3,265,000   503,265,000 

前年度末

現在高 
 

 

  
11,579,610,876 0 11,579,610,876 

差異調整   961,032,427  961,032,427 

累計  0 13,040,643,303 3,265,000 13,043,908,303 

                                                         

※従来、年金信託は元本表記していましたが、平成２６年度から注記を時価表記としたことから、基金積

立も統一して時価表記としました。 

 

 

 

 

 

 

 



 ６ 

Ⅱ．総務概況  

１． 役員等に関する事項            (平成２７年３月３１日現在) 
理事会             (任期：平成 25 年 4 月 1 日～平成 27 年定時評議委員まで) 

役職名 氏  名 就任年月日 現          職 

理 事 長  磯 淳 昭 H25. 4. 1 
栃木県児童養護施設等連絡協議会代表 
社会福祉法人桔梗寮 桔梗寮理事長 

副理事長 菊 地 達 美 〃 
特定非営利法人栃木県障害施設・事業協会代表 
社会福祉法人あいのかわ福祉会 那須共育学園施設長 

理  事 鈴 木 敏 夫 〃 栃木県民間社会福祉施設職員退職手当共済財団事務局長     

理  事 松 野 直 之 〃 
特定非営利法人栃木県障害施設・事業協会代表 

社会福祉法人せせらぎ会 せせらぎ施設長 

理  事 岩﨑正日登 〃 
栃木県老人福祉施設協議会代表 

社会福祉法人正恵会特別養護老人ホーム宝寿苑施設長 

理  事 齋 藤 セ ツ 〃 
栃木県保育協議会代表 
社会福祉法人梅林会 うめばやし保育園施設長 

理  事 関 口 忠 雄 〃 
栃木県老人福祉施設協議会代表 
社会福祉法人久寿福祉会 特別養護老人ホームハーモニー施設長 

監  事 石 月 宏 忠 H25. 4. 1 共済財団元事務局長   

監  事 峯 山 敏 正 〃 
特定非営利法人栃木県障害施設・事業協会代表 

社会福祉法人すぎなみき会 すぎなみき学園施設長 

評議員              (任期：平成 26 年 4 月 1 日～平成 30 年定時評議委員まで) 

役職名 氏  名 就任年月日 現          職 

評 議 員 廣 澤 敬 行 H26. 4. 1 前栃木県社会福祉協議会常務理事 

  同 久保居孝国   同 
特定非営利法人栃木県障害施設・事業協会代表 
社会福祉法人大和久福祉会 地域支援施設長 

  同 澁 澤 忠 則   同 
栃木県老人福祉施設協議会代表 
社会福祉法人美明会 特別養護老人ホーム義明苑施設長 

  同 森 仁  子     同 
栃木県老人福祉施設協議会代表 
社会福祉法人正州会 特別養護老人ホーム愛和苑施設長 

  同 大 川  眞   同 
栃木県保育協議会代表 
社会福祉法人 小俣幼児生活團園長 

  同 篠原真奈美   同 
栃木県保育協議会代表 
社会福祉法人まこと福祉会 茂呂保育園園長 

  同 加 藤 準 一   同 
栃木県児童養護施設等連絡協議会代表 
社会福祉法人養徳園園長補佐 



 ７ 

２．職員に関する事項 

男女別 職員数 前年度比 平均勤続年数 備考 

男 性 １ － ３  

女 性 ２ －  １５．０  

計 ３ －   

  
３．役員会等に関する事項について 

平成２６年度に共済財団の運営のため開催した定時評議員会、理事会、監事会及び資産運用

等を見直し検討する小委員会等の開催状況は次のとおりでした。 
（１）定時評議員会の開催 

開催日 会 議 名        場       所 出席者数 議 決 事 項 等                            

26. 6.26 
定時 

評議員会 
宇都宮市 

とちぎ福祉プラザ 

  ６名 
（３名） 

 議案第１号 平成 25年度事業報告について 
議案第２号 平成 25年度貸借対照表及び正

味財産増減計算書の承認について 
   その他  
・公益目的支出計画の実施について 
・共済財団資産運用について  
・役員賠償責任保険の加入について 

                 ※（）内の数字は出席理事・監事数 

（２）理事会・監事会の開催    

開催日 会 議 名        場       所 出席者数 議 決 事 項 等                            

26. 5.20 監 事 会        
宇都宮市 

とちぎ福祉プラザ 
  ２名 平成 25年度事業執行並びに収支決算の監査 

26. 5.30 理 事 会        
宇都宮市 

とちぎ福祉プラザ 
７名 

（２名） 

 議案第１号 平成 26年度定時評議員会の開催
について 

議案第２号 平成 25年度事業報告及び決算の
承認について 

   その他  
・ 共済財団小委員会の運営について 
・ 共済財団公益法人制度改革等検討委員会 

の運営について  
・ 今後の金融市場等の見通しについて 

26.10. 8 理 事 会        
宇都宮市 

とちぎ福祉プラザ 

  
 

７名 
（２名） 

 

議案第１号 公益目的財産額の確定ついて
（報告） 

議案第２号 公益目的支出計画の実施について 
その他   

・ 年金資産の運用状況及び今後の金融市場等
の見通しについて 

27. 3.23 理 事 会        
宇都宮市 

とちぎ福祉プラザ 

 
７名 

(２名) 

議案第 1号 会計処理規程の一部改正について
（報告） 

議案第２号 平成 27年度事業計画並びに収支
予算案について 

議案第３号 平成 26年度事業計画の変更並び
に収支予算の補正について 

議案第４号 公益目的支出計画実施結果について 

その他   
・ 任期満了に伴う共済財団役員等の改選に

ついて 
・ 年金資産の運用状況及び今後の金融市場

等の見通しについて 

                     ※（）内の数字は出席監事数 



 ８ 

（３）小委員会（資産運用役員会議）及び公益法人制度改革等検討委員会の開催 

開 催 日 場     所 出席者数 議           題 

26.7. 1 
宇都宮市 

とちぎ福祉プラザ 

 
 ６名 

 
 

 
１ 平成 26 年度小委員会並びに検討委員会の運

営等について 
２ 年金資産の運用（新規運用受託機関）について 
３ 公益目的財産額の確定について（申請） 
４ 資産運用状況及び当面の投資環境見通し 
５ その他  

26. 9.26 
宇都宮市 

とちぎ福祉プラザ 
９名 

 
１ 公益目的財産額の確定について（報告） 
２ 公益目的支出計画の実施について 
３ 資産運用状況及び当面の投資環境見通し 
４ その他  

 
 
 

27. 3.13 

 
宇都宮市 

とちぎ福祉プラザ 
 

 

９名 

 
 

１ 公益目的事業計画実施結果について 

２ 平成 26年度年金資産運用状況及び当面の投

資環境見通しについて 

３ 基本ポートフォリオの確認 

４ その他 
 

※ 委員会は関連があるため原則小委員会と検討委員会を合同で開催した。 

      


